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１ 補正予算の要点

⑴　緊急を要する政策的経費

⑵　事務事業の精算に伴う経費

⑶　繰越明許の措置が必要な経費

を中心に計上しました。

２ 補正予算の規模

⑴　一般会計は ３億　１３３万円の追加、補正後の予算規模は

９１４億５，３２０万円、前年同期比では ０．７％の増となりました。

⑵　特別会計は、霊園特別会計等の９会計で １７億１，３７３万円の減額、

補正後の特別会計全体の予算規模は ５６３億９，６４３万円、 前年同期比

では ０．８％の減となりました。

⑶　企業会計は、水道事業会計等の３会計で ５億４，６６５万円の減額、

補正後の予算規模は ２５４億２，３１２万円、前年同期比では ４．４ ％

の減となりました。

⑷　全会計の補正額は １９億５，９０５万円の減額、補正後の予算規模は

１，７３２億７，２７５万円、前年同期比では ０．６％の減となりました。 
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（単位：千円）

対前年度

同 期

増減率(％)

(第5号) 91,151,870 301,330 91,453,20090,828,850 0.7

(第1号) 153,340 1,320 154,660 173,880 △ 11.1

(第1号) 90,280 － 90,280 91,970 △ 1.8

(第1号) 29,937,750 △ 1,453,450 28,484,30028,930,440 △ 1.5

（ 事 業 勘 定 ） 29,867,790 △ 1,450,340 28,417,45028,860,150 △ 1.5

（ 直 診 勘 定 ） 69,960 △ 3,110 66,850 70,290 △ 4.9

(第1号) 2,792,860 84,290 2,877,150 2,769,790 3.9

(第2号) 22,319,680 △ 566,320 21,753,36021,267,410 2.3

（ 事 業 勘 定 ） 22,225,050 △ 569,300 21,655,75021,173,370 2.3

（サービス事業勘定） 94,630 2,980 97,610 94,040 3.8

(第2号) 101,480 △ 6,980 94,500 177,600 △ 46.8

(第3号) 865,820 △ 3,870 861,950 339,870 153.6

(第1号) 520,880 258,970 779,850 1,130,370 △ 31.0

(第2号) 737,610 △ 27,690 709,920 690,920 2.7

590,460 － 590,460 1,304,570 △ 54.7

58,110,160 △ 1,713,730 56,396,43056,876,820 △ 0.8

(第2号) 7,695,710 △ 420,930 7,274,780 7,778,260 △ 6.5

(第1号) 12,294,840 △ 264,020 12,030,82012,578,670 △ 4.4

(第2号) 5,450,860 138,300 5,589,160 5,685,450 △ 1.7

528,360 － 528,360 546,680 △ 3.4

25,969,770 △ 546,650 25,423,12026,589,060 △ 4.4

合　　　　　　　　計 175,231,800 △ 1,959,050173,272,750174,294,730 △ 0.6

３ 会計別補正予算額

一 般 会 計

 小　　　　　　計

水 道 事 業

下 水 道 事 業

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

霊 園

地 域 排 水 施 設 事 業

特

別

会

計

病 院 事 業

上 高 地 観 光 施 設 事 業

小 計

国 民 健 康 保 険

新松本工業団地建設事業

そ の 他 の 特 別 会 計

松 本 城

市 街 地 駐 車 場 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

企

業

会

計

平 成 ２ ９ 年 度  ２ 月 補 正 予 算
前年度同期

予 算 額
会 計 名

補正前の額 補 正 額 計
（補正号数）

（組替）
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４　一般会計補正予算額

　　ア　歳入⑴  歳    入

対前 年度

構成比 構成比 同期増減率

(%) (%) (%)

1市 税 36,045,000 273,000 36,318,000 39.7 35,574,000 39.2 2.1

2地 方 譲 与 税 842,500 20,070 862,570 0.9 821,800 0.9 5.0

3利 子 割 交 付 金 31,000 30,000 61,000 0.1 62,000 0.1 △ 1.6

4地 方 消 費 税 交 付 金 4,223,500 517,360 4,740,860 5.2 4,550,500 5.0 4.2

5ゴルフ場利用税交付金 29,000 － 29,000 0.0 27,000 0.0 7.4

6自 動 車 取 得 税 交 付 金 178,900 17,020 195,920 0.2 145,800 0.2 34.4

7配 当 割 交 付 金 107,000 △ 18,000 89,000 0.1 131,000 0.1 △ 32.1

8株式等譲渡所得割交付金 109,000 － 109,000 0.1 20,000 0.0 445.0

9
国有提供施設等所在市町村
助 成 交 付 金

29,000 － 29,000 0.0 28,000 0.0 3.6

10地 方 特 例 交 付 金 138,000 － 138,000 0.2 133,110 0.1 3.7

11地 方 交 付 税 14,552,000 － 14,552,000 15.9 15,132,910 16.7 △ 3.8

12交通安全対策特別交付金 51,700 － 51,700 0.1 53,500 0.1 △ 3.4

13分 担 金 及 び 負 担 金 1,350,000 5,770 1,355,770 1.5 1,345,540 1.5 0.8

14使 用 料 及 び 手 数 料 1,775,730 △ 24,650 1,751,080 1.9 1,801,050 2.0 △ 2.8

15国 庫 支 出 金 11,388,780 △ 315,790 11,072,990 12.1 10,697,950 11.8 3.5

16県 支 出 金 5,323,400 108,530 5,431,930 5.9 5,681,330 6.2 △ 4.4

17財 産 収 入 386,890 36,360 423,250 0.5 343,950 0.4 23.1

18寄 附 金 25,510 69,860 95,370 0.1 46,450 0.0 105.3

19繰 入 金 1,277,480 426,600 1,704,080 1.9 1,697,880 1.9 0.4

20繰 越 金 1,551,920 － 1,551,920 1.7 2,700,510 3.0 △ 42.5

21諸 収 入 3,801,160 △ 77,700 3,723,460 4.1 3,489,070 3.8 6.7

22市 債 7,934,400 △ 767,100 7,167,300 7.8 6,345,500 7.0 13.0

合       計 91,151,870 301,330 91,453,200 100.0 90,828,850 100.0 0.7

（単位:千円）

款
平 成 ２ ９ 年 度  ２ 月 補 正 予 算 前 年 度 同 期

補正前の額 補 正 額 計 予 算 額
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⑵　歳　　出　

対前年度

構成比 構成比 同期増減率

(%) (%) (%)

1議 会 費 461,050△ 7,120453,9300.5 461,6400.5 △ 1.7

2総 務 費 12,190,980△ 4,42012,186,56013.312,513,20013.8 △ 2.6

3民 生 費 33,395,230740,04034,135,27037.332,730,49036.0 4.3

4衛 生 費 5,152,730△ 10,9705,141,7605.6 5,151,6005.7 △ 0.2

5労 働 費 246,060△ 250 245,8100.3 252,1900.3 △ 2.5

6農 林 水 産 業 費 2,598,150△ 14,7302,583,4202.8 2,821,1403.1 △ 8.4

7商 工 費 4,718,740△ 209,2004,509,5404.9 4,187,3604.6 7.7

8土 木 費 7,735,640△ 773,9206,961,7207.6 6,461,3907.1 7.7

9消 防 費 2,563,62015,5602,579,1802.8 2,550,9702.8 1.1

10教 育 費 8,203,000340,4408,543,4409.4 9,779,62010.8△ 12.6

11公 債 費 10,489,810240,38010,730,19011.710,478,02011.5 2.4

12諸 支 出 金 3,247,420△ 15,2603,232,1603.6 3,264,4603.6 △ 1.0

13予 備 費 149,440 780 150,2200.2 176,7700.2 △ 15.0

合       計 91,151,870301,33091,453,200100.090,828,850100.0 0.7

（単位:千円)

款
平 成 ２ ９ 年 度  ２ 月 補 正 予 算 前 年 度 同 期

補正前の額 補 正 額 計 予 算 額
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５　補正予算の主な内容

⑴  一般会計 （◎及び☉は新規）

ア　歳　　出

○人件費追加 1億6,352万円

・ 正規職員給料 △4,778万円

人事院勧告による増及び新陳代謝による減

・ 非常勤嘱託報酬 4,228万円

人員の増(育休等代替・保育園クラス増等)

　　　　　　　　　　　764人　→　788人　(＋24人)

・ 勤勉手当 5,054万円

人事院勧告に伴う増（支給月数0.1月分引き上げ）

・ 退職手当 　3,409万円

自己都合退職者増　5人　→　11人　(+6人) 

【議会費】 ( 4億6,105万円 → 4億5,393万円 ） △712万円

○議会運営費更正減 △429万円

・ 費用弁償 △385万円

各会議及び行政視察の人数変更等によるもの

【総務費】 (121億9,098万円 → 121億8,656万円 ） △442万円

○一般事務費追加（行政管理課） 1,291万円

・ 郵送料 708万円

郵送料金改定によるもの

○一般事務費追加（職員課） 663万円

・ 臨時職員賃金 577万円

正規及び嘱託職員の産休、療休等に、代替職員で対応した

ことによるもの

○財産管理費更正減（契約管財課） △2,555万円

・ 工事請負費 △2,244万円

入札差金によるもの

○スポーツ施設管理運営費追加 1,381万円

・ 備品購入費 585万円

老朽化した四賀Ｂ＆Ｇ海洋センターの上屋シートを更新

するもの

○四賀運動広場整備改修事業費更正減 △1億8,398万円

☉ 調査委託料 1,988万円

建築主体工事において、想定していた地盤の支持力が得

られないことが判明したため、設計を見直すための地質

調査を行うもの

・ 工事請負費 △2億 386万円

工法変更の必要が生じたことにより、当初予定していた

出来高が見込めないため減額するもの
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○社会保障・税番号制度システム整備費更正減 △3,934万円

・ システム改修委託料

国庫補助内示の減によるもの

◎返還金（福祉計画課） 5,953万円

平成27年度及び平成28年度に支給された臨時福祉給付金事

業費の精算によるもの

◎返還金（障害福祉課） 2,239万円

障害者自立支援給付費国庫負担金の実績に基づく精算によ

るもの

◎返還金（生活保護課） 931万円

生活保護費国庫負担金の実績に基づく精算によるもの

○市税等徴収費追加 3,802万円

・ 過誤納還付金 3,700万円

【民生費】 (333億9,523万円 → 341億3,527万円 ） 7億4,004万円

○経済対策臨時福祉給付金給付事業費更正減 △1億6,695万円

平成28年度及び平成29年度に支給された経済対策臨時福祉

給付金の交付見込み減によるもの

○繰出金更正減（保険課） △1億 918万円

・ 国民健康保険特別会計（事業勘定）

財政安定化支援事業繰出金等の減によるもの

○自立支援福祉事業費追加（障害福祉課） 4億 695万円

・ 扶助費 4億 539万円

給付件数の増によるもの

○障害者地域生活支援事業費追加（障害福祉課） 1,733万円

・ 委託料 610万円

利用実績の増によるもの

○福祉手当給付事業費追加（障害福祉課） 1,219万円

・ 扶助費

給付件数の増によるもの

○福祉医療費給付事業費追加（障害福祉課） 6,056万円

・ 扶助費 5,980万円

給付件数の増によるもの

○自立支援福祉事業費追加（こども福祉課） 1,036万円

・ 扶助費 1,007万円

給付件数の増によるもの

○繰出金更正減（高齢福祉課） △3,972万円

・ 介護保険特別会計

○老人憩の家事業費更正減 △1,790万円

・ 工事請負費 △1,795万円

入札差金によるもの
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○後期高齢者医療事業費更正減 △1億 252万円

・ 後期高齢者医療広域連合負担金（療養給付費）

△9,884万円

療養給付費の減によるもの

○病児・病後児保育事業費追加 6,446万円

☉ 施設整備事業補助金 6,210万円

国の補助内示に伴い病児保育室の建設と備品購入に対し

補助を行うもの

○福祉医療費給付事業費追加（こども福祉課） 4,221万円

・ 扶助費 2,843万円

給付件数の増によるもの

○私立保育所等運営事業費追加 5,363万円

・ 私立保育所等運営事業費負担金

園児数の増によるもの

○補助金追加（保育課） 3,127万円

・ 私立保育所等経営安定事業補助金

1,462万円

園児数の増によるもの

・ 私立保育所等一時保育促進基盤整備事業補助金

690万円

利用園児数の増によるもの

○児童扶養手当給付事業費更正減 △1,872万円

・ 扶助費

給付件数の減によるもの

○児童手当給付事業費更正減 △6,589万円

・ 扶助費

給付件数の減によるもの

○児童館管理運営費追加 1,358万円

・ 管理委託料 1,224万円

継続児童数の増によるもの

○保育所管理運営費追加 2億2,859万円

・ 臨時職員賃金 2億 799万円

保育士の欠員対応及び障害児加配等の増によるもの

○中条保育園改築事業費更正減 △1,718万円

・ 工事請負費

入札差金によるもの

○生活保護費追加 2億2,440万円

・ 生活保護扶助費 2億2,372万円

扶助単価の増によるもの
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【衛生費】 ( 51億5,273万円 → 51億4,176万円 ） △1,097万円

○繰出金追加（医務課） 866万円

・ 国民健康保険特別会計（直診勘定）

○地球温暖化防止事業費追加 2,874万円

・ 再生可能エネルギー導入支援事業補助金

△1,000万円

申請のあった２件のうち１件が不採択となったもの

・ 住宅用温暖化対策設備設置補助金

3,852万円

申請件数の増によるもの

○繰出金更正減（環境保全課） △1,069万円

・ 霊園特別会計

収支不足見込の減によるもの（1,585万円 → 516万円）

【労働費】 ( 2億4,606万円 → 2億4,581万円 ） △25万円

【農林水産業費】 ( 25億9,815万円 → 25億8,342万円 ） △1,473万円

○農業者育成事業費追加（農政課） 526万円

・ 経営体育成支援事業補助金 1,727万円

国の補正予算に伴い追加するもの

・ 農業次世代人材投資事業補助金

△1,201万円

交付対象者等の減によるもの

○農用地高度利用流動化事業費追加 1,383万円

・ 土地利用型経営規模拡大奨励補助金

423万円

交付対象者等の増によるもの

・ 農地集積推進事業補助金 960万円

交付対象者等の増によるもの

○森林造成事業費更正減（耕地林務課） △1,667万円

・ 市有林造成事業委託料 △792万円

台風等の影響による事業費の減によるもの

・ 繰出金（本郷・岡田・入山辺里山辺財産区）

△875万円

財産区の事業の減に伴うもの

○補助林道整備事業費更正減（耕地林務課） △1,967万円

・ 工事請負費 △1,444万円

林道高遠線の計画変更に伴う施工延長の減によるもの

○県営土地改良事業費更正減（耕地林務課） △1,116万円

・ 畑地帯総合整備事業負担金

△1,046万円

県の事業の減に伴うもの
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○県営土地改良事業費追加（西部農林課） 989万円

・ かんがい排水事業負担金 2,000万円

国の補正予算に伴う県の事業の追加によるもの

【商工費】 ( 47億1,874万円 → 45億 954万円 ） △2億 920万円

○中小企業金融対策事業費更正減 △2億4,715万円

貸付件数の減によるもの

・ 中小企業金融対策制度資金預託金

△2億円

・ 中小企業金融対策資金信用保証料補助金

△4,217万円

○工業振興費追加 1億 641万円

・ 企業立地助成事業補助金

新松本工業団地への新たな企業進出によるもの

（進出企業　㈱ソーデナガノ）

○山岳観光施設整備事業費更正減（山岳観光課） △4,984万円

・ 工事請負費

事業費の精算によるもの

【土木費】 ( 77億3,564万円 → 69億6,172万円 ） △7億7,392万円

○バス対策事業費追加 1,476万円

・ 車両購入費 △736万円

入札差金によるもの

・ バス運行補助金 2,212万円

運行補助基準の見直しによるもの（西部コミュニティバス他）

○単独交通安全施設等整備事業費更正減 △3,394万円

事業計画の変更によるもの

・ 市道5869号線（村井町南）△1,444万円

・ 市道2542号線（中央4丁目）△1,950万円

○単独道路橋りょう維持補修事業費追加 1億8,931万円

積雪や路面凍結に対応する出動経費等を増額するもの

・ 除雪委託料 1億4,729万円

・ 凍結防止用原材料費 3,971万円

○道路橋りょう維持補修事業費（防災安全）更正減 △1億 357万円

・ 工事請負費（舗装長寿命化事業）

国庫補助内示の減によるもの

○道路改良事業費（社会資本）更正減 △1億8,950万円

・ 市道7003号線（合庁南線先線）

国庫補助内示の減によるもの

○道路改良事業費（防災安全）更正減 △5,065万円

・ 市道波田98号線（波田森口）

国庫補助内示の減によるもの
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○単独新設改良事業費更正減 △1,183万円

事業費の精算によるもの

・ 市道8006号線（島内） △463万円

・ 市道7055号線（和田） △192万円

・ 市道2572号線（惣社） △153万円

○単独雨水渠新設改良事業費更正減 △2,300万円

・ 穴田川第一雨水幹線

県の事業計画の変更によるもの

○都市計画策定事業費更正減 △2,514万円

入札差金および事業計画の変更によるもの

・ 三の丸地区拠点整備計画策定委託料

△1,118万円

・ 基本図更新委託料 △512万円

○街路事業費（防災安全）更正減 △4億 726万円

国庫補助内示の減によるもの

・ 小池平田線（庄内） 3,424万円

・ 中条白板線（巾上） △4億 584万円

・ 南松本駅石芝線 △3,493万円

○公園施設長寿命化事業費（防災安全）更正減 △2,000万円

・ 工事請負費

国庫補助内示の減によるもの

○松本城周辺整備事業費（防災安全）更正減 △5,748万円

国庫補助内示の減によるもの

・ 用地購入費 △3,241万円

・ 補償料 △2,452万円

○市営住宅営繕費更正減 △1,813万円

・ 工事請負費

事業計画の変更によるもの

○三世代家族支援事業費追加 713万円

・ 補助金

　 申請件数の増によるもの

○建築物耐震補強促進事業費（防災安全）更正減 △3,517万円

申請件数の減によるもの

・ 耐震補強補助金 △2,587万円

・ 住宅耐震改修等促進事業補助金

△880万円

○地域住宅等整備事業費（社会資本）追加 1,484万円

・ 工事請負費 1,813万円

事業の前倒しによるもの

【消防費】 ( 25億6,362万円 → 25億7,918万円 ） 1,556万円
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【教育費】 ( 82億 300万円 → 85億4,344万円 ） 3億4,044万円

○四賀地区旧小学校校舎解体事業費更正減 △3,836万円

・ 工事請負費 △3,613万円

入札差金によるもの

○社会教育事務費追加 4億5,536万円

・ 芸術文化振興基金積立金

3億9,737万円

基幹博物館整備事業に活用する財源として、基金の積み

増しをするもの

[芸術文化振興基金残高]

 ※ ( )内は基幹博物館整備事業分

平成28年度末 25億9千万円 （23億2千万円）

平成29年度末見込 28億5千万円 （26億1千万円）

・ 梓川生涯学習事業基金積立金

5,799万円

解散した（一社）梓川ふるさと振興公社の残余財産を積

み立てるもの

○補助金更正減 △3,500万円

・ 町内公民館整備補助金

補助要望事業の申請取下げ、事業費確定によるもの

○地区公民館大規模改修事業費更正減 △1,292万円

・ 工事請負費

入札差金によるもの

○国庫補助南・西外堀復元事業費更正減 △1億2,020万円

・ 用地購入費 △2,522万円

・ 補償料 △9,498万円

○美術館管理運営費追加 3,995万円

・ 美術館指定管理委託料 2,495万円

売店売上増加に伴う、仕入費用の増額等によるもの

・ 美術資料収集基金積立金 1,500万円

将来的な資料購入に備え、基金へ積み立てるもの

【公債費】 (104億8,981万円 → 107億3,019万円 ） 2億4,038万円

○市債償還元金追加 4億1,831万円

市債の繰上償還を行うもの

○市債償還利子更正減 △1億7,793万円

【諸支出金】 ( 32億4,742万円 → 32億3,216万円 ） △1,526万円

○水道事業会計繰出金更正減 △73万円

○下水道事業会計繰出金更正減 △4,221万円

○病院事業会計繰出金追加 2,768万円

【予備費】 ( 1億4,944万円 → 1億5,022万円 ） 78万円
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イ　歳　　入 （◎及び☉は新規）

【市税】 (360億4,500万円 → 363億1,800万円 ） 2億7,300万円

○個人市民税追加 2,900万円

現年課税分の増によるもの

○法人市民税追加 3億1,400万円

現年課税分の増によるもの

○市たばこ税更正減 △6,500万円

【地方譲与税】 ( 8億4,250万円 → 8億6,257万円 ） 2,007万円

○地方揮発油譲与税更正減 △3,400万円

○自動車重量譲与税追加 5,407万円

【利子割交付金】 ( 3,100万円 → 6,100万円 ) 3,000万円

○利子割交付金追加

【地方消費税交付金】 ( 42億2,350万円 → 47億4,086万円 ) 5億1,736万円

○地方消費税交付金追加

【自動車取得税交付金】 ( 1億7,890万円 → 1億9,592万円 ) 1,702万円

○自動車取得税交付金追加

【配当割交付金】 ( 1億 700万円 → 8,900万円 ) △1,800万円

○配当割交付金更正減

【分担金及び負担金】 ( 13億5,000万円 → 13億5,577万円 ) 577万円

○老人福祉施設措置費一部負担金追加 623万円

【使用料及び手数料】 ( 17億7,573万円 → 17億5,108万円 ) △2,465万円

○博物館観覧料更正減 △758万円

入館者数の減によるもの

【国庫支出金】 (113億8,878万円 → 110億7,299万円 ) △3億1,579万円

○障害者自立支援給付費負担金追加 1億7,159万円

○障害者医療費負担金追加 4,024万円

○保育所等運営費負担金追加 2,821万円

○児童手当負担金更正減 △4,278万円

○生活保護費負担金追加 2億2,418万円
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○社会保障・税番号制度システム整備費補助金更正減 △4,045万円

○経済対策臨時福祉給付金給付事業費補助金更正減 △1億5,000万円

◎子ども・子育て支援整備交付金 2,003万円

病児・病後児保育事業の病児保育室の建設に対して交付され

るもの

○防災・安全交付金（土木管理費）更正減 △5,248万円

国庫補助内示の減によるもの

・ 舗装長寿命化事業 △5,696万円

○社会資本整備総合交付金（道路橋りょう費）更正減 △1億 435万円

国庫補助内示の減によるもの

・ 市道7003号線(合庁南先線）

○防災・安全交付金（道路橋りょう費）更正減 △2,732万円

国庫補助内示の減によるもの

・ 市道波田98号線（波田森口） △2,785万円

○防災・安全交付金（都市計画費）更正減 △2億6,580万円

国庫補助内示の減によるもの

・ (都)小池平田線（庄内） 1,872万円

・ (都)中条白板線（巾上） △2億2,317万円

・ 内環状北線 △3,161万円

◎教育支援体制整備事業費補助金 64万円

医療的ケアが必要な児童への看護師配置によるもの

○史跡等購入費補助金更正減 △9,846万円

・ 南・西外堀復元事業 △9,616万円

・ 小笠原氏城館群史跡整備事業

△230万円

【県支出金】 ( 53億2,340万円 → 54億3,193万円 ) １億 853万円

○国民健康保険保険基盤安定事業負担金更正減 △2,686万円

○障害者自立支援給付費負担金追加 8,376万円

○障害者医療費負担金追加 2,012万円

○保育所等運営費負担金追加 1,586万円

○児童手当負担金更正減 △1,238万円

○障害者支援医療費補助金追加 1,990万円

◎子ども・子育て支援整備交付金 2,003万円

病児・病後児保育事業の病児保育室の建設に対して交付され

るもの

◎病児保育備品等整備事業補助金 100万円

病児・病後児保育事業の病児保育室の備品購入に対して交付

されるもの
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○補助林道整備事業費補助金更正減 △888万円

○担い手・農地総合対策事業費補助金追加 960万円

○新規就農・経営継承総合支援事業費補助金更正減 △1,201万円

〇経営体育成支援事業費補助金追加 1,727万円

【財産収入】 ( 3億8,689万円 → 4億2,325万円 ) 3,636万円

〇市有地貸付料追加 1,082万円

送電線（飛騨信濃直流幹線）建設工事に伴うもの

○市有地売払収入追加 2,147万円

○美術館物品売払収入追加 1,209万円

【寄附金】 ( 2,551万円 → 9,537万円 ) 6,986万円

◎総務管理費寄附金 6,308万円

（一社）梓川ふるさと振興公社解散に伴う残余財産について

寄附を受けたもの

【繰入金】 ( 12億7,748万円 → 17億 408万円 ) 4億2,660万円

◎減債基金繰入金 4億3,590万円

市債繰上償還に係る元金相当額の繰入れを行うもの

【諸収入】 ( 38億 116万円 → 37億2,346万円 ) △7,770万円

〇中小企業金融対策預託金回収金更正減 △2億円

○総務費雑入追加 2,929万円

・ 市町村振興協会市町村交付金 2,687万円

交付金の額の確定によるもの

○衛生費雑入追加 7,853万円

☉ 松塩地区広域施設組合分担金還付金

7,817万円

松塩地区広域施設組合への分担金の精算によるもの

〇農林水産業費雑入追加 1,127万円

☉ 市有林伐採補償料 1,232万円

送電線（飛騨信濃直流幹線）建設工事に伴うもの

○教育費雑入追加 1,502万円

☉ 展覧会経費精算金 714万円

山本二三展の決算額確定に伴う精算によるもの

【市債】 ( 79億3,440万円 → 71億6,730万円 ) △7億6,710万円

○旧教職員住宅等解体事業費充当債更正減 △2,550万円

〇災害時支援物資集積拠点整備事業費充当債更正減 △9,800万円

- 15 -



〇旧奈川支所解体事業費充当債更正減 △2,450万円

〇旧文書館解体事業費充当債更正減 △2,510万円

○老人福祉施設解体事業費充当債更正減 △2,710万円

○保育園改築事業費充当債更正減 △1,670万円

〇旧園舎等解体事業費充当債更正減 △1,710万円

〇県営土地改良事業費充当債追加 2,200万円

○山岳観光施設解体事業費充当債更正減 △4,710万円

〇道路橋りょう整備事業費充当債更正減 △2,050万円

〇街路整備事業費充当債更正減 △1億6,470万円

〇松本城周辺整備事業費充当債更正減 △3,450万円

○消防防災施設等整備事業費充当債追加 1,970万円

○教職員住宅解体事業費充当債更正減 △2,580万円

○旧校舎等解体事業費充当債更正減 △3,440万円

○地区公民館整備事業費充当債更正減 △1,300万円

○南・西外堀復元事業費充当債更正減 △2,600万円

○過疎対策事業債更正減 △1億5,780万円
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ウ　繰越明許費

(ｱ)　追加

(単位：千円)

左　の　財　源　内　訳

国 県
支出金

市 債 その他
一 般
財 源

四賀運動広場整備改
修事業

新 262,460 138,810 104,100 34,710有
工法の変更に時間を
要し年度内の事業完
了が困難なため

H31.3

病児・病後児保育事
業

新 83,780 28,680 19,100 9,580有

補助事業者が事務手
続きに時間を要し年
度内の事業完了が困
難なため（施設整備
事業補助金）

H30.5

農村広場管理費 新 40,180 13,590 13,590有

地元調整に時間を要
し年度内の事業完了
が困難なため（神林
農村広場トイレ）

H30.5

農業者育成事業 新 80,440 23,270 23,270 有

国の補正予算に伴う
事業で年度内の事業
執行が困難なため
（経営体育成支援事
業補助金）

H30.9

バス対策事業 新 128,030 8,220 3,990 1,000 3,230有

関連して行われてい
る県による歩道改良
工事の遅延に伴い年
度内の事業完了が困
難なため（バス待ち
環境整備事業）

H30.7

交通安全対策事業
（防災安全）

新 80,250 25,240 13,870 11,370有

国の追加内示に伴う
事業で年度内の事業
完了が困難なため
（市道2058・2068号
線）

H31.2

街路事業（防災安
全）

新 412,410 101,730 55,950 41,200 4,580有

地元調整に時間を要
し年度内の事業完了
が困難なため（(都)
小池平田線）（(都)
南松本駅石芝線）

H30.6

松本城周辺整備事業
（防災安全）

新 100,340 22,840 12,550 9,700 590有

地元調整に時間を要
し年度内の事業完了
が困難なため（内環
状北線）

H30.11

計 8件 362,380 128,730 155,000 1,000 77,650

事 業 名 総事業費
翌年度
繰越額

契
約
の
有
無

繰 越 事 由
完了予定
年 月
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エ  債務負担行為 

(ｱ)　追加

(単位:千円)

* 1財産管理費（四賀支所北側住宅解体工事請負費） 平成29年度 ～ 平成30年度 5,900

* 2庁舎管理費（東庁舎別棟空調機改修工事請負費） 平成29年度 ～ 平成30年度 7,010

* 3
スポーツ施設管理運営費
（岡田運動広場防球ネット増設工事請負費）

平成29年度 ～ 平成30年度 7,970

* 4
地区福祉ひろば管理運営事業
（和田地区福祉ひろば設備改修工事監理委託料）

平成29年度 ～ 平成30年度 670

* 5
地区福祉ひろば管理運営事業
（和田地区福祉ひろば設備改修工事請負費）

平成29年度 ～ 平成30年度 10,130

* 6
老人デイサービス事業
（デイサービスセンター設備改修工事請負費）

平成29年度 ～ 平成30年度 57,680

* 7
放課後児童クラブ整備事業
（梓川児童センタークラブ室増築工事請負費）

平成29年度 ～ 平成30年度 30,260

* 8
クラインガルテン関連施設管理費
（坊主山クラインガルテン改修工事請負費）

平成29年度 ～ 平成30年度 19,120

* 9バス対策事業（バス停上屋設置工事請負費） 平成29年度 ～ 平成30年度 5,670

*10歩行空間あんしん事業（工事請負費） 平成29年度 ～ 平成30年度 50,000

*11
道路橋りょう維持補修事業（防災安全）
（舗装長寿命化事業工事請負費）

平成29年度 ～ 平成30年度 40,000

*12リフレッシュロード事業（市道舗装補修工事請負費） 平成29年度 ～ 平成30年度 30,900

*13単独新設改良事業（道路工事請負費） 平成29年度 ～ 平成30年度 24,300

*14教職員住宅管理費（解体工事請負費） 平成29年度 ～ 平成30年度 24,220

*15公民館管理運営費（松南地区公民館改修工事請負費） 平成29年度 ～ 平成30年度 5,250

*16
地区公民館整備事業
（旧波田公民館跡地駐車場整備他１カ所工事請負費）

平成29年度 ～ 平成30年度 36,190

*17
地区公民館大規模改修事業
（和田公民館大規模改修他１カ所工事請負費）

平成29年度 ～ 平成30年度 170,490

*18
図書館管理運営費
（中央図書館非構造部材耐震工事請負費）

平成29年度 ～ 平成30年度 12,960

*19博物館管理運営費（松本民芸館空調設備工事請負費） 平成29年度 ～ 平成30年度 10,370

*20文化財保存管理費（戸田家廟園保存整備工事請負費） 平成29年度 ～ 平成30年度 22,050

*21アカデミア館管理運営費（営繕工事費） 平成29年度 ～ 平成30年度 12,100

*22
教育文化センター管理費
（教育文化センター屋根補修他３カ所工事請負費）

平成29年度 ～ 平成30年度 5,410

*23
学校給食施設改修事業
（東部給食センター設備他１カ所工事請負費）

平成29年度 ～ 平成30年度 49,660

（注）*は平成30年度工事を早期発注するための債務負担行為

事 項 期 間 限 度 額
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(ｲ)　変更

(単位:千円)

期 間 期 間

平成29年度 平成29年度

～ ～

平成30年度 平成31年度

平成29年度 平成29年度
～ ～

平成30年度 平成31年度

平成29年度 平成29年度

～ ～

平成30年度 平成31年度

1四賀運動広場整備改修事業（建築等工事監理委託料） 12,990 12,990

事 項
補 正 前 補 正 後

限 度 額 限 度 額

2四賀運動広場整備改修事業（建築等工事請負費） 737,910 941,770

3上高地対策事業（管理用道路設計委託料） 20,880 20,880
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⑵  特別会計 （◎及び☉は新規）

ア　歳入・歳出

【霊園】 ( 1億5,334万円→ ) 132万円

(歳　入)

○中山霊園墓所使用料追加 1,269万円

・ 合葬式墳墓墓所使用料 764万円

貸付数の増によるもの（102件 → 198件）

○蟻ケ崎霊園墓所使用料追加 106万円

返還墓所再貸付の増によるもの（3件 → 5件）

○波田地区霊園墓所使用料更正減 △415万円

返還墓所再貸付の減によるもの（15件 → 8件）

○一般会計繰入金更正減 △1,069万円

収支不足見込の減によるもの（1,585万円 → 516万円）

○霊園施設整備事業費充当債更正減 △240万円

◎前年度繰越金 510万円

(歳　出)

◎墓所補修整備事業費 128万円

中山霊園第一次造成地手すり設置工事

【地域排水施設事業】 ( 9,028万円→ ) 組替

(歳　入)

○合併処理浄化槽使用料更正減 △42万円

○一般会計繰入金追加 42万円

【国民健康保険】 (299億3,775万円→ )

△14億5,345万円

［事業勘定］ (298億6,779万円→ )

△14億5,034万円

(歳　入)

○国民健康保険税更正減 △2億5,294万円

・ 一般被保険者分 △2億6,494万円

・ 退職被保険者分 1,200万円

○国庫支出金更正減 △4億7,402万円

・ 療養給付費等負担金 △3億5,738万円

・ 高額医療費共同事業負担金 △3,987万円

・ 財政調整交付金 △8,251万円

・ 国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金

1,075万円

1億5,466万円

9,028万円

284億8,430万円

284億1,745万円
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○療養給付費交付金更正減 △7,424万円

○県支出金更正減 △1億4,391万円

・ 高額医療費共同事業負担金 △3,987万円

・ 財政調整交付金 △9,897万円

○共同事業交付金更正減 △8億6,703万円

・ 高額医療費共同事業交付金

△2億8,866万円

・ 保険財政共同安定化事業交付金

△5億7,837万円

○繰入金更正減 △1億 918万円

・ 一般会計繰入金

〇前年度繰越金追加 4億6,062万円

〇諸収入追加 439万円

☉ 超高額医療費共同事業特別交付金

(歳　出)

○保険給付費更正減 △11億7,567万円

給付費の決算見込みによるもの

○介護納付金更正減 △1,104万円

○共同事業拠出金更正減 △6億8,685万円

○保健事業費更正減 △2,382万円

〇諸支出金追加 1億8,431万円

☉ 国庫支出金過年度精算返還金

1億6,450万円

○予備費更正減 △3億6,029万円

◎積立金 6億3,000万円

・ 国保財政調整基金積立費

［直診勘定］ ( 6,996万円→ ) △311万円

(歳　入)

○診療収入更正減 △1,177万円

○繰入金追加 866万円

・ 一般会計繰入金

(歳　出)

○総務費追加 26万円

○医業費更正減 △337万円

・ 医薬品衛生材料費

6,685万円
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【後期高齢者医療】 (27億9,286万円→ 8,429万円

(歳　入)

○後期高齢者医療保険料追加 7,827万円

・ 現年度分特別徴収保険料 4,502万円

・ 現年度分普通徴収保険料 3,769万円

○繰入金追加 187万円

○繰越金追加 275万円

○諸収入追加 140万円

(歳　出)

○後期高齢者医療広域連合納付金追加 7,203万円

○予備費追加 1,086万円

【介護保険】 (223億1,968万円→ △5億6,632万円

［事業勘定］ (222億2,505万円→ △5億6,930万円

(歳　入)

○介護保険料追加 9,040万円

・ 現年度分特別徴収保険料 1億1,492万円

・ 現年度分普通徴収保険料 △1,757万円

○国庫支出金更正減 △1億1,330万円

・ 介護給付費負担金 △1億 268万円

○支払基金交付金更正減 △1億7,195万円

○県支出金更正減 △8,441万円

・ 介護給付費負担金 △7,951万円

○繰入金更正減 △2億9,047万円

・ 基金繰入金 △2億5,075万円

(歳　出)

○介護サービス等諸費更正減 △5億1,461万円

事業費の精算によるもの

○介護予防サービス等諸費更正減 △1,611万円

事業費の精算によるもの

○高額介護サービス等費更正減 △4,112万円

○高額医療合算介護サービス等費追加 612万円

○特定入所者介護サービス等費追加 504万円

事業費の精算によるもの

○介護予防・日常生活支援総合事業費更正減 △1,198万円

事業費の精算によるもの

○繰出金追加 678万円

・ サービス事業勘定

  28億7,715万円 ）

 217億5,336万円 ）

 216億5,575万円 ）
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［サービス勘定］ ( 9,463万円→ ) 298万円

(歳　入)

○サービス収入更正減 △380万円

介護予防サービス計画の作成件数の減によるもの

○繰入金追加 678万円

(歳　出)

○人件費追加 270万円

○介護予防支援事業費追加 28万円

・ プラン作成委託料 27万円

介護予防ケアプラン作成委託件数の増によるもの

【農業集落排水事業】 ( 1億 148万円→ ) △698万円

(歳　入)

〇一般会計繰入金更正減 △175万円

○雑入追加 137万円

○農業集落排水施設整備事業債更正減 △660万円

工事補償料の減に伴うもの

(歳　出)

〇寿赤木地区下水道改良費更正減 △666万円

・ 補償料

工事箇所の変更による工事補償料の減によるもの

【市街地駐車場事業】 ( 8億6,582万円→ ) △387万円

(歳　入)

○駐車場使用料更正減 △284万円

・ 松本城大手門駐車場 △397万円

・ 中央駐車場 113万円

○駐車場建設事業費充当債更正減 △200万円

(歳　出)

○一般管理費更正減 △79万円

・ 一般会計繰出金

○松本城大手門駐車場平面式駐車場整備事業費更正減 △258万円

事業費の精算によるもの

【新松本工業団地建設事業】 ( 5億2,088万円→ ) 2億5,897万円

(歳　入)

○市有地貸付料追加 135万円

○市有地売払収入追加 2億5,496万円

◎前年度繰越金 266万円

7億7,985万円

9,761万円

9,450万円

8億6,195万円
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(歳　出)

○人件費更正減 △220万円

○新工業団地建設事業費更正減 △139万円

○市債償還元金追加 2億6,850万円

分譲収入増加に伴い繰上償還を行うもの

○市債償還利子追加 206万円

○予備費更正減 △800万円

【松本城】 ( 7億3,761万円→ ) △2,769万円

(歳　入)

○松本城観覧料更正減 △2,593万円

観覧者数の減によるもの

○売店商品売上収入追加 838万円

販売実績によるもの

(歳　出)

○国庫補助松本城史跡整備事業費更正減 △2,122万円

国庫補助内示の減によるもの

○国宝松本城天守耐震対策事業費更正減 △1,244万円

・ 計画策定委託料

基本計画策定に新たな調査・検討が必要となったため、

事業計画の見直しを行ったことによるもの

○売店管理運営費追加 451万円

・ 消耗品費

販売実績によるもの

イ　債務負担行為

(ｱ)　追加

（注）*は平成30年度工事を早期発注するための債務負担行為

7億 992万円　

(単位:千円)

*中山霊園墓所造成事業（工事請負費） 平成29年度 ～ 平成30年度 9,780

*中央駐車場管理運営事業（工事請負費） 平成29年度 ～ 平成30年度 5,090

事 項 期 間 限 度 額

【霊園特別会計】

【市街地駐車場事業特別会計】
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⑶　企　業　会　計 （◎及び☉は新規）

ア　収入・支出

【水道事業】 (76億9,571万円→ 72億7,478万円)

△4億2,093万円

（収　入）

○給水収益追加 3,150万円

○分担金及び負担金更正減 △2,291万円

○長期前受金戻入追加 1,410万円

○建設企業債更正減 △1億5,940万円

○工事負担金更正減 △5,542万円

（支　出）

○漏水防止費更正減 △3,470万円

○総係費更正減 △5,979万円

○消費税及び地方消費税追加 2,377万円

○改良費更正減 △2億8,144万円

○建設費更正減 △3,042万円

【下水道事業】 (122億9,484万円→120億3,082万円)

△2億6,402万円

（収　入）

○下水道使用料追加 3,727万円

○収益的収入一般会計負担金更正減 △1,267万円

○下水道事業債更正減 △1億9,340万円

○国庫補助金追加 2億2,452万円

○資本的収入一般会計負担金更正減 △2,954万円

○工事負担金更正減 △2,174万円

（支　出）

○管渠費更正減 △2,067万円

○浄化センター費（宮渕、両島、波田）更正減 △5,790万円

○総係費更正減 △8,880万円

○消費税及び地方消費税追加 2,856万円

○単独公共下水道建設費更正減 △9,854万円

【病院事業】 (54億5,086万円→ 55億8,916万円) 1億3,830万円

［会田病院事業］ ( 3億8,602万円→ 3億9,300万円) 698万円

（収　入）

○入院収益更正減 △859万円

○外来収益追加 1,710万円

○一般会計負担金追加 2,768万円
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（支　出）

○給与費追加 59万円

人事院勧告に伴う給与改定による人件費の不足分を追加する

もの

改定内容

月例給：若年層を中心に、平均0.2％引上げ

期末勤勉手当：0.1カ月引上げ

○　材料費追加 956万円

○経費更正減 △365万円

・ 修繕費 150万円

・ 賃借料 85万円

・ 委託料 △600万円

〇資産減耗費追加 48万円

［松本市立病院事業] (50億6,484万円→ 51億9,616万円) 1億3,132万円

（収　入）

○長期前受金戻入追加 4,758万円

○特別利益追加 2億5,135万円

未調定となっていた医業収益を過年度損益修正益として追加

するもの

（支　出）

○給与費追加 1億4,015万円

人事院勧告に伴う給与改定による人件費の不足分及び医師1名

分の給料、手当及び法定福利費を追加するもの

4,507万円

改定内容

月例給：若年層を中心に、平均0.2％引上げ

期末勤勉手当：0.1カ月引上げ

賞与引当金繰入額、法定福利費及び法定福利費引当金の不足分

を追加するもの

9,508万円

○企業債償還金更正減 △564万円

- 26 -


